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１．計画策定の背景               

わが国の障害福祉制度は、市町村がサービス内容を決定する「措置制度」か

ら、障がい者が利用するサービスを決定する「支援費制度」に移行し、さらに

平成18年4月の障害者支援法の施行により、3障害（身体、知的、精神）を一

元化した枠組みによる障がい者の「自立」を中心とした新たな制度に移行しま

した。 

現在は「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以

下『障害者総合支援法』という。）」の制定により、それまでの「自立」とい

う表現に代わり「基本的人権を享有する個人としての尊厳」と明記され、障害

者総合支援法の目的の実現のため、障害福祉サービスに加え、地域生活支援事

業やその他の必要な支援を総合的に行うこととなっています。さらに、障害者

総合福祉法では、共生社会を実現するため、障がい者の社会参加の機会の確保

や地域社会における共生、社会的な障壁（バリアー）の除去に資するように、

日常生活・社会生活の支援が総合的かつ計画的に行われることを基本理念とし

ています。 

 また、「共生社会を目指す方向性」、「障がいのある人の自立」、「発達支

援を必要とする障がいのある児童への的確な対応」といった観点から、福祉施

設や病院からの地域への移行、移行後の地域生活の継続支援、就労支援などの

サービス提供体制の整備、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムなど、

障がいのある人の生活を地域全体で支える体制の構築や医療的ケアが必要な児

童や重症心身障害者児に対する支援体制の充実が課題として示されています。 

本町においても、障害者総合支援法と児童福祉法に基づき、国や県から示さ

れた基本指針や計画の点検・評価を踏まえ、令和3年度～令和8年度を計画期

間とする「長南町障がい者基本計画」及び令和3年度～令和5年度を計画期間

とする「第6期長南町障がい福祉計画」と「第2期長南町障がい児福祉計画」

を策定するものです。 

第１章 計画の策定にあたって 
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２．計画の位置付けと役割             

「障がい者基本計画」は、障害者基本法第１１条第３項に基づく市町村障害

者計画として、障がいのある人の生活全般にかかる幅広い分野の施策を総合的

に推進するための基本的な計画です。 

「障がい福祉計画」は、障害者総合支援法第８８条第１項に基づく市町村障

害福祉計画として、障害福祉サービスや地域生活支援事業の見込量や確保の方

策を定めた実施計画です。 

「障がい児福祉計画」は、児童福祉法第33条の20第1項に基づく市町村障

害児福祉計画として、障害児通所支援等の見込量や確保の方策を定めた実施計

画です。 

これらの３つの計画が、本町の障がい者施策の方向を示すもので、策定にあ

っては、国の障害者基本計画や基本方針、千葉県障害者計画を踏まえるととも

に、本町におけるまちづくりの基本となる長南町総合計画をはじめ、その他の

町の関連計画との整合を図りながら一体的に策定しました。 

また、これらの３つの計画を合わせて「長南町障がい者プラン」と称しま

す。 
 

 

長南町障がい者プラン 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長南町障がい者 

基本計画 
障害者施策の理念や基本方針

を定める計画 

長南町第５期 

障がい福祉計画 
障害福祉サービス等の 

事業計画 

理念、施策の見直し サービスの見込み量 

の見直し 

長南町障がい者 

基本計画 
長南町第６期 

障がい福祉計画 
 

長南町第１期 

障がい児福祉計画 
障害児通所支援等の 

事業計画 

長南町第２期 

障がい児福祉計画 
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３．計画期間及び見直しの時期           

「障がい者基本計画」は、令和３年度から令和8年度までの6か年を計画期
間として策定します。 
ただし、今後、国の動向に伴い計画の根幹となる法律や制度などについて大

幅な変更が生じた場合、適宜、見直しを行うものとします。 
「第6期障がい福祉計画」及び「第2期障がい児福祉計画」は、令和3年度か

ら令和5年度までの3か年を計画期間とし、3か年毎に見直しを行います。 

 

令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和６年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

長南町障がい者基本計画 

第６期長南町障がい福祉計画 第 7期長南町障がい福祉計画 

第 2期長南町障がい児福祉計画 第 3期長南町障がい児福祉計画 

第七次千葉県障害者計画 第八次千葉県障害者計画 

 

４．計画の基本的な考え方             

町総合計画等の上位関係計画と整合性を十分配慮しつつ、住民参加にも留意
し、住民総意の計画となるよう努めます。 
今回の第6期障がい福祉計画及び第2期障がい児福祉計画においては、第5期

障がい福祉計画及び第1期障がい児福祉計画の実施を踏まえつつ、期間中の取
組みを基礎として、令和3年度から令和5年度の推計を行います。 

 

５．対象とする障がい者の範囲           

障害者基本法第２条において、「身体障害、知的障害、精神障害（発達障害
を含む。）その他の心身の機能の障害（以下「障がい」と称する。）がある者
であって、障がい及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当
な制限を受ける状態にあるもの。」と定義されたことを踏まえ、この計画で対
象とする障がい者（以下「障がいのある人」と称する。）は次の者とします。 
・身体障害者 
・知的障害者 
・精神障害者（発達障害者を含む。） 
・難病患者等その他心身の機能の障がいがある者で、障がい及び社会的障壁
により継続的に日常生活及び社会生活に相当な制限を受ける状態にある者 
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６．基本理念と基本目標              

（１）基本理念 
 長南町では、町の将来像を『人とつながり 地域とつながり 次代へつなげる

「ただいま、おかえり」心のふるさと 長南』として、第５次長南町総合計画を

策定しています。この中では、人と人、地域と地域、世代と世代がつながり、つ

ながる町として、町民・行政・地域がそれぞれの役割を果たし、さまざまな連携

をとることが重要であると考えられています。 

 本計画においても、障がいのある人もない人も、すべての人がともに生きる一

人の人間として、人権が尊重され、一人ひとりが望む生活を主体的に選び、あら

ゆる面で権利が擁護され、選択の自由を持てる暮らしができる町であること、さ

らには、地域のなかで、ライフステージや障がいに応じた自立した生活や社会参

加ができる町であることが重要であると考えています。 

 障がいのある人が地域とのつながりを持ち、多くの人とふれあうことにより、

お互いが学び、尊敬しあい、支え合っていくなかで、自分らしさを見つけ、地域

のなかで、健康で、生き生きと、元気で暮らしていけることを目指し、本計画に

おいても、町総合計画の基本方針を受け「だれもが健康で元気に暮らせるまち」

を基本理念とします。 

 また、この基本理念を実現化する取組みの目標として、次の頁に記載する３つ

の基本目標を掲げます。 

 

 

 

 

基 本 理 念 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

だれもが健康で 

元気に暮らせるまち 
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（２）計画の基本目標  
障がいの有無にかかわらず、「相互に人格と個性を尊重し合いながら共生す

る社会」の実現を目指し、障がいのある人が、社会を構成する一員として主体

的に社会に参加するとともに、必要とするサービスを利用しながら、長南町第

５次総合計画に掲げる基本方針「だれもが健康で元気に暮らせるまち」の実現

に向け、次に掲げる点に配慮して、本町における障がい者施策の一層の推進を

図ります。  

 

基本目標１ 地域生活の支援体制の充実  
障がいのある人が入所施設等から地域生活への移行や地域での生活を継続す

るためには、身近な地域で生涯を通じて必要なサービスを利用できることが必

要です。相談支援や障害福祉サービスをはじめとするサービス提供体制の充実

や、専門職員及び介護の担い手となる人材の確保などを図り、障がいのある人

が安心して暮らせるように地域生活の支援体制の充実を図ります。  

 

基本目標２ 自立と社会参加の促進  
障がいのある人が自らの選択と決定により、主体的に行動し、地域で自立し

た生活ができるよう、身近な地域での療育や教育の提供、本人の希望や障がい

の特性に応じた就労支援などの取組みを促進します。  

また、地域社会を構成する一員として、行政区などによる住民活動、地域や

コミュニティづくり活動、文化、サークル活動、さらには、障がいの当事者に

よる自主的活動など、障がいのある人が自ら進んで参加できる場づくりを行う

環境を整備するなど、社会参加の取組みを促進します。  

 

基本目標３ 地域一体でのまちづくり 
地域が一体となって、多様な支えあいの理解や活動、交流を促進するととも

に、バリアフリー化・ユニバーサルデザイン化の普及・啓発をはじめ、誰もが

安心して暮らせる安心・安全な環境づくりに取組み、障がいのあるなしに関わ

らず、地域のすべての人がお互いを尊重しあいながら、住み慣れた地域で安心

して生活できるまちづくりを推進します。 



6 
 

 



7 
 

 

 

 

１．総人口                    

長南町の人口は、減少傾向が続き、現在も急速に減少を続けている状況にあ

ります。過去５年間の人口の推移を見ると平成27年には8,651人だった人口

が、令和2年には7,818人となり約9.6％（833人）減少しています。 

また、年齢３区分別人口構成では、６５歳以上の人口が40％を超える超高

齢社会となっています。 

総人口の推移 

 
 

 
※住民基本台帳による４月１日現在の人口 

8,651 

8,508 

8,319 

8,132 

8,014 

7,818 

7,400

7,600

7,800

8,000

8,200

8,400

8,600

8,800

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 令和2年

7.9% 7.8% 7.8% 7.6% 7.5% 7.4%

56.0% 54.8% 53.4% 52.2% 51.3% 49.6%

36.1% 37.3% 38.8% 40.2% 41.1% 43.0%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 令和2年

年齢３区分別人口構成の推移

0～14歳（年少人口） 15～64歳（生産年齢人口） 65歳以上(高齢者人口）

第２章 障がいのある人を取り巻く状況 
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２．町の障害者手帳所持者数                       

令和2年４月１日現在における町の障害者手帳所持者数は、449人で、その

うち身体障害者手帳所持者が72％、療育手帳所持者が16％、精神障害者保健

福祉手帳所持者が12％となっています。 

平成28年の比率と比較すると、身体障害者手帳所持者が減り、療育手帳所

持者と精神障害者保健福祉手帳所持者が増えています。 
 

■障害者手帳所持者の内訳（各年４月１日現在） 

  
平成 

２8年 

平成 

29年 

平成 

30年 

平成 

31年 

令和 

2年 

身体障害者手帳所持者 341人 332人 328人 309人 322人 

療育手帳所持者 63人 69人 73人 73人 74人 

精神障害者保健福祉手帳所持者 48人 46人 49人 55人 53人 

合計 452人 447人 450人 437人 449人 

（資料：福祉課） 

 

■障害者手帳所持者の等級別の内訳（令和２年４月１日現在） 

身体障害者手帳所持者 療育手帳所持者 
精神障害者保健福祉手帳 

所持者 

１級 102人 Ａ（最重度） 15人 １級 11人 

２級 41人 Ａ（重度） 15人 ２級 27人 

３級 58人 Ｂの１（中度） 15人 ３級 15人 

４級 92人 Ｂの 2（軽度） 29人   

５級 13人     

６級 16人     

合計 322人 合計 74人 合計 53人 

（資料：福祉課） 

■身体障害者の内訳（令和２年４月１日現在） 

  視覚障害 聴覚障害 

音声 

そしゃく 

言語障害 

肢体不自由 内部障害 

身体障害者の内訳 18人 29人 4人 155人 116人 

（資料：福祉課） 

 

■自立支援医療（精神通院）受給者（各年４月１日現在） 

  
平成 

２8年 

平成 

29年 

平成 

30年 

平成 

31年 

令和 

2年 

自立支援医療（精神通院）受給者数 70人 76人 74人 76人 77人 

（資料：福祉課） 
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■障がい別障害支援区分の認定状況（令和２年３月３１日現在） 

認定者数 未認定 区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 計 

身体障害    2人 1人  3人 6人 

知的障害 4人  1人 5人 7人 7人 10人 34人 

精神障害 4人  6人 4人   1人 15人 

合計 8人  7人 11人 8人 7人 14人 55人 

（資料：福祉課） 

 

■障害福祉サービス別障害支援区分の認定状況（令和２年３月３１日現在） 

 未認定 区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 計 

居宅介護 1人  3人 5人 2人   11人 

重度訪問介護         
同行援護         

行動援護         
重度障害者包括支

援 
        

療養介護         

生活介護    2人 3人 7人 13人 25人 

自立訓練（機能）         

自立訓練（生活）         

就労移行 1人   1人   1人 3人 
就労継続支援Ａ 1人       1人 

就労継続支援Ｂ 5人  1人 4人 4人  1人 15人 
短期入所 3人  1人 4人 4人 4人 5人 21人 

共同生活援助GH 

共同生活援助CH 
2人  4人 4人 2人  2人 14人 

施設入所支援         

計画相談支援 8人  7人 11人 8人 6人 12人 52人 
地域移行支援         

地域定着支援         

児童発達支援 12人       12人 
医療型児童発達支

援 
1人       1人 

放課後等デイサー

ビス 
12人       12人 

保育所等訪問支援 1人       1人 

障害児相談支援 21人       21人 

※複数のサービスを利用する方があるので、障害支援区分の認定状況と合計は一致しない。 

                                                            （資料：福祉課） 

 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

第２部 障がい者基本計画 
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基本目標１ 地域生活の支援体制の充実  
 

１．生活支援サービスの充実            

【施策目標】 
障がいのある人の考え方に立ち、個人の多様なニーズに対応する相談支援体

制の整備やサービスの量的・質的充実に努め、障がいのある人の地域生活を支

える体制の確立を図ります。 

 

【主要な施策】 

（１）障害福祉サービス・地域支援生活事業の充実 
・ホームヘルプサービス（居宅介護事業）など、在宅サービスの充実 

・ガイドヘルプ（移動介護従事者）などの外出や移動の支援 

・各種在宅サービスの提供など、在宅支援の拠点となる施設機能の充実 

・障害福祉サービスに関する苦情解決体制の普及・啓発を進めるとともに、

苦情の適切な解決 

 

（２）多様な暮らしの場の確保 
・障がいのある人の意向を尊重した地域生活への移行の促進 

・グループホーム（生活支援機能を有する共同生活）など住まいの場の確保

と利用促進 

・施設入所者支援サービスの推進 

 

（３）制度の円滑な運用と利用促進 
・福祉関係職員の知識・技術の向上と地域で新たに求められている機能の確   

 保 

・保健・医療関係職種職員の確保や養成のための研修体制の充実 

 

２．保健・医療の充実               

【施策目標】 
障がいのある人への適切な保健サービス、医学的リハビリテーションの充

実と障がいの原因となる疾病等の予防、早期発見、治療の推進を図ります。 

 

第１章 施策目標と主要な施策 
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【主要な施策】 

（１）障がいの原因となる疾病等の予防・治療 
・生活習慣病の予防など、中高年期の予防対策の充実 

・特定健康診査や各種がん検診等の集団検診の充実 

 

（２）適切な保健・医療の提供 
・自立支援医療制度（精神通院医療・更正医療・育成医療）や医療給付制度

の利用促進 

・障がいのある人の歯科保健医療体制の推進 

・保健所や医療機関、町保健センター、福祉部門などの関連分野と保護者の

会（長生茂原心身障害児（者）親の会）等との連携 

・保健師や栄養士などの人材確保の推進 

 

（３）難病患者への支援 
・難病患者の在宅生活の支援 

 

 

３．相談支援と権利擁護の推進           

【施策目標】 
障がいのある人や家族介護者などの様々な相談内容に応じて、迅速かつ適

切な相談支援が行えるよう、相談窓口の充実を図るとともに、関係機関や事

業所などとの連携により、専門的・総合的な相談体制づくりを進めます。 

また、障がいのある人の人権を侵す不当な差別や偏見の解消、虐待防止の

ための取組みを進めるとともに、関係機関と連携し、障がいのある人のあら

ゆる権利擁護の推進に取組みます。 

 

【主要な施策】 

（１）広報・情報提供の充実 
・広報やインターネットなどを活用した各種福祉サービスや保健、療育・教

育、雇用・就労、スポーツ・文化活動など生活にかかわる行政情報の迅速

な提供 

 

（２）相談支援体制の充実 
・相談支援の窓口が、障がいのある人にとって相談しやすいものとなるよ

う、障がいのある人の気持ちに寄り添い、きめ細やかな対応が出来る機能

の充実 

・身近な地域での相談体制の充実、ケアマネジメント機能（介護の必要な障

がい者、高齢者に適切な介護計画を立て、それに従って十分なサービスを

提供すること）の整備 
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・有資格者（相談支援専門員、社会福祉士等）による相談体制の充実 

・障害者相談員、民生委員・児童委員への情報提供と相談体制機能の充実 

・法テラス（国が設立させた公的な法人で、無料の法律相談を行っている）

等の活用促進 

 

（３）権利擁護の推進 
・成年後見制度の周知、活用促進 

・消費者としての障がい者の保護 

・裁判や捜査のとき、障がいのある人が自分の権利をしっかり伝えるように

するための意思疎通手段の確保 

・触法障がい者の退所時における事前準備や受入れ先の調整 

 

（４）差別解消と虐待防止対策の推進 
・関係団体や関係機関と連携・協力し、虐待防止等のための効果的な体制づ

くりの推進・強化 

・虐待を受けた障がいのある人に関する問題や養護者の支援に関する相談へ

の対応と援助 

・障害者虐待防止についての理解促進 
 

 

基本目標２ 自立と社会参加の促進 
 

４．教育・療育の充実               

【施策目標】 
障がいのある子どもの発達を支援するため、早期発見から早期療育、さら

に学齢期への円滑な移行、学校教育等、年齢に応じ、地域で一貫して取り組

む体制の充実を図ります。 

 

【主要な施策】 

（１）療育・発達支援体制の充実 
・乳幼児健康診査・保育所等健康相談の充実よる早期発見・早期療育 

・地域の療育関係機関の機能分担の明確化と連携の強化による多様な療育の

確保と推進体制の整備 

・日常的な療育訓練を担う専門性の高い療育ニーズに対応する専門支援機

関、全県域をカバーする中核的施設の連携による地域の療育を支えるネッ

トワークの充実 

 ・サポートファイル（幼少期から学齢期、成人に至るまでの記録を一括管理

するためのノート）の配布、その活用による切れ目ない支援 
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（２）障がい児の教育の充実 
・千葉県中央障害者相談センターや療育・教育関係機関との連携による療育

相談・指導など支援の充実 

・重度・重複障がいがある生徒の高等学校進学の機会の確保 

・障がいのある児童生徒と障がいのない児童生徒の交流教育活動の充実 

・保健・医療・福祉関係機関等と連携した教育相談の推進など、幼児教育・

義務教育の充実 

・学校、児童相談所、ハローワーク等の連携した進路指導の充実 

 

（３）発達障害児への支援 
・発達障害にかかわる支援の推進 

・切れ目のない相談体制の確立 

・発達障害に関する理解の促進 

 

 

５．雇用・就労の支援               

【施策目標】 
障がいがあっても、いきいきと働くことのできる地域社会の実現を目指

し、働く障がい者を地域全体で応援する取組みを促進するとともに、福祉的

就労における賃金水準の向上を図ります。 

 

【主要な施策】 

（１）多様な就労機会の確保 
・雇用・就労促進のための総合的な支援体制づくり 

・関連制度・施策の周知徹底 

・公的機関での障がい者雇用の推進 

・トライアル雇用事業の活用促進 

・適性に応じた職種についての知識、技能の習得による職業的自立の促進 

・企業、経済団体、福祉団体との連携・協力による就労機会の確保 

・社会復帰施設等での就労の場の確保 

 

（２）就労支援の充実 
・地域、企業、行政等の応援体制づくり 

・障がいのある人の雇用の理解の促進 

・職場応援援助（ジョブコーチ）の養成と派遣要請による助言・援助の充実 

・職親制度の利用促進 

・ハローワーク、生活支援センター、労働関係機関と連携した雇用の促進 

・関係機関が連携した職業面及び生活面の一体化かつ総合的支援の実施 

・社会復帰施設等で作られた製品の販売促進 

・民間企業との連携・協働による販路拡大による福祉的な就労の底上げ 
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６．社会参加の促進                

【施策目標】 
障がいのある人が自らの選択と決定により、社会・経済・文化その他のあ

らゆる分野の活動に参加し、生きがいを持って生活できるような地域を目指

すため、スポーツ・文化、生涯学習などの社会参加活動の振興を図ります。 

 

【主要な施策】 

（１）移動・コミュニケーションの充実 
・移動支援サービスの提供 

・外出促進のための各種助成の実施 

・手話通訳者の派遣・養成 

・点訳奉仕員、朗読奉仕員の養成等、視覚障害のある人への支援 

・手話通訳者、要約筆記者の養成等、聴覚障害のある人への支援 

・ＡＬＳ患者（筋萎縮性側索硬化症）など、重度の言語機能障害のある人へ

の意思伝達装置など日常生活用具の利用促進 

・ＩＣＴの発達による誰もが使いやすい技術を活用した情報バリアフリー化

の促進 

 

（２）スポーツ・文化活動の振興 
・障がいのある人の自主的な活動の支援 

・障害者スポーツ大会などの開催に対する支援 

・スポーツ・文化施設等のバリアフリー化、ユニバーサルデザイン化の推進 

 

（３）生涯学習機会の充実 
・芸術・文化活動への支援 

・学校卒業後の学習機会の充実等 

 

 

基本目標３ 地域一体でのまちづくり 
 

７．ともに支え合うまちづくりの推進        

【施策目標】 
地域が一体となって、多様な支え合いの理解や活動、交流を促すととも

に、障がいのある人の正しい理解と認識を深め、ともに支え合うまちづくり

を目指します。 

また、障がいのある人が地域の中で自立した生活が送れるように、地域の

一人ひとりがお互いに支え合う地域の福祉活動や多様な分野におけるボラン

ティア活動の振興を推進します。 
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【主要な施策】 

（１）理解と交流の推進 
 ・「広報ちょうなん」「長南町ホームページ」などを活用した障がいのある 

  人や障がいに関する啓発活動の推進 

 

（２）地域における多様な福祉活動の促進 
・幼少期からの体験活動を通じた福祉教育機会の充実 

・ボランティア活動への体験活動機会の拡大 

・ボランティアの育成や地域リーダーの養成など、地域福祉活動の推進 

 

 

８．安心・安全な生活環境づくりの推進       

【施策目標】 
バリアフリー化・ユニバーサルデザイン化の普及・啓発をはじめ、誰もが

安心して暮らせる安心・安全な環境づくりに取組み、障がいのある、なしに

関係なく、すべての人がお互いを尊重し合いながら、住み慣れた地域で安心

して生活を送ることができるまちづくりを推進します。 

 

【主要な施策】 

（１）人にやさしいまちづくりの推進 
・「障害のある人もない人も共に暮らしやすい千葉県条例」の普及・啓発 

・ユニバーサルデザイン（年齢、性別、身体的状況、国籍、言語、知識、経

験などの違いに関係なく、すべての人が使いこなすことのできる製品や環

境などのデザイン化を目指す概念）の促進 

・低床バスの導入促進など、公共交通機関等の整備促進 

・音響式信号機の設置など、歩行空間のバリアフリー化 

・歩道の段差解消、勾配の緩和、点字ブロックなど歩道環境整備の促進 

 

（２）居住環境の整備・改善 
・公共施設のバリアフリー化の推進 

・住宅改修の支援・促進 

 

（３）暮らしの安全対策の充実 
・障がいのある人に配慮した避難所の設置など、防災体制の整備 

・障がいにより判断能力の不十分な人に対する防犯対策の推進等 

・地域でのネットワークづくりの推進 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

第３部 第６期障がい福祉計画 
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１．計画の目的                  

本計画は、障がいのある人もない人も分け隔てなく、すべての人が地域にお

いて安心して生活を送ることができることを目指し、障がいのある人への日常

生活及び社会生活に必要な障害福祉サービス、相談支援、地域生活支援事業等

のサービス提供の見込量や提供確保のための方策等を定めます。 

 

２．計画策定の基本理念              

本計画は、次の４つの基本理念をもとに策定しました。 

 

（１）障がいのある人の自己決定の尊重と意思決定の支援 
 共生社会を実現するため、障がいのある人の自己決定を尊重し、その決定の

支援に配慮するとともに、障がいのある人が必要とする障害福祉サービスその

他の支援を提供し、その自立と社会参加の実現を図ります。 

 

（２）障害種別によらない障害福祉サービスの提供 

 本町を実施主体とし、障害種別によらない一元的な障害福祉サービスを実施

します。また、発達障害のある人、高次脳機能障害のある人及び難病等の人に

ついても、引き続き障害者総合支援法に基づく給付の対象になっている旨の周

知を通して、障害福祉サービスの活用を促進します。 

 

（３）地域生活への移行、就労支援等の課題に対応したサービス提 

供体制の整備 

 障がいのある人の自立支援の観点から、入所等から地域生活への移行、地域

生活の継続の支援、就労支援といった課題に対応した、地域生活の拠点づくり

などサービス提供体制の整備を進めます。また、精神障害のある人が、地域の

一員として安心して自分らしい暮らしを送ることができるよう、精神障害にも

対応した地域包括ケアシステムの構築を進めます。 

 

 

 

第１章 障がい福祉計画の概要 
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（４）地域共生社会の実現に向けた取組み 

 地域のあらゆる住民が、「支え手」と「受け手」に分かれるのではなく、地

域、暮らし、生きがいをともに創り、高め合うことができる地域共生社会の実

現に向け、地域住民が主体的に地域づくりに取組むための仕組みづくりや、地

域の実情に応じた制度の縦割りを超えた柔軟なサービスの確保等に係る取組み

を計画的に推進します。 

 

３．成果目標とサービスの必要な量の見込み 

障害者総合支援法第87条に規定する国の定めた基本方針に基づき、成果目

標及び障害者福祉サービスの必要な量の見込みと確保のための方策を定めま

す。 

 

（１）成果目標 

福祉施設入所者の地域生活や就労支援といった課題に対応するため、障害福

祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業の提供体制の確保に係る目標を次

のとおり設定します。 

 

成果目標１ 福祉施設入所者の地域生活への移行 

成果目標２ 地域生活支援拠点等の整備 

成果目標３ 福祉施設から一般就労への移行促進 

成果目標４ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

成果目標５ 相談支援体制の充実・強化等 

成果目標６ 障害福祉サービス等の質の向上を図るための取組み 

に係る体制の構築 

 

（２）障害福祉サービスの必要な量の見込みと確保のための方策 

成果目標を達成するため、障害福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事

業について、サービスの必要な量を見込みます。 

本計画に記載するサービスの必要な量は、サービスの提供量の上限を定める

ものではなく、各年度においてサービス利用状況等により、事業実施内容や提

供方法を考察しながら提供します。 
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第6期計画の計画終了年度である令和５年度に向けて次の成果を目標とし

て、その達成に向けた施策を推進します。 

 

成果目標１ 福祉施設入所者の地域生活への移行 
 

地域生活への移行を進める観点から、福祉施設に入所している障がいのある

人のうち、今後、自立訓練事業などを利用し、グループホーム、一般住宅など

に移行する障がい者数の移行目標を設定します。 

本町においては、1人（施設入所者数の6.0％以上）の地域生活への移行と

施設入所者数１人（1.6％以上）の減少を目標とします。 

 

項目 数値 説明 

令和元年度末時点の施設入所者

数（Ａ） 
１１人 

令和2年３月３１日時点の施設入所者数（基

準値） 

目標値 
令和 5 年度末までの地

域生活移行者数（Ｂ） 
1人 

令和元年度末時点の施設入所者数（A）の

6.0％以上（基本指針）で設定 

令和５年度末までの新たな施設

入所支援利用等（Ｃ） 
１人 

令和５年度末までに新たに施設入所支援が

必要となる方の見込み数 

令和５年度末の施設入所者数

（Ｄ） 
１０人 

令和２年度末の施設入所人員見込（Ａ－Ｂ

＋Ｃ－Ｅ） 

目標値 
令和5年度末までの減

少見込数（Ｅ） 
１人 

差引減少見込数 

（Ａ）の施設入所者数の1.6％以上（基本指

針）で設定 

 

 

成果目標２ 地域生活支援拠点等の整備 
 

本町では、国の指針に基づき、令和２年度末までに、障がいのある人の地域

生活を支援する機能（相談、体験の機会・場、緊急時の受入・対応、専門性、

地域の体制づくり等）の集約等を行う拠点等の整備について検討しています

が、設置には至っていません。引き続き、千葉県が示す保健医療福祉圏である

長生圏域（以下「圏域」という。）の市町村との連携を中心に検討を進め、早

期に設置するとともに、その機能の充実を図ります。 

 

第２章 成果目標 
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項目 数値 

目標値 

地域生活支援拠点の整備の数（令和５年度末） 1拠点 

地域生活拠点等における機能の充実に向けた検証及び検討

の実施件数（令和５年度末） 
１件 

 

成果目標３ 福祉施設から一般就労への移行促進 
  

国の基本方針に基づき、福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業等（生

活支援、自立生活訓練、就労移行支援、就労継続支援）を通じて、令和５年度

中に一般就労に移行する者の目標を定めます。 

 

（１）福祉施設からの一般就労移行者数 

平成30年4月から令和2年8月までに、2人が福祉施設から一般就労へ移行

しています。うち令和元年度の移行者数は1人でした。 

令和5年度末までに福祉施設から2人（1人×2倍）の移行を目標とします。 

 

項目 数値 説明 

令和元年度において一般就労移行者数 1人 基準値 

目標値 令和５年度の一般就労移行者数 2人 
基準値の2倍 

（基本指針：1.27倍以上） 

 

 

（２）一般就労へ移行した障がい者の職場定着 

令和2年8月末時点で就労定着支援事業の利用はありませんが、今後、就労

定着支援事業を推進し、利用者が支援開始から１年後には職場に定着すること

を目標とします。（基本指針：定着率8割以上） 
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成果目標４ 精神障害にも対応した地域包括ケアシ

ステムの構築 
  

地域包括ケアシステムは、地域における「住まい」、「医療」、「介護」、「予

防」及び「生活支援」の５つのサービスを一体的に提供できるケア体制をいいま

す。 

国の指針では、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を目指す

新たな施策理念を踏まえ、令和２年度末までに全ての市町村ごとに協議会やそ

の専門部会など、保健、医療、福祉関係者による協議の場を設置する事を基本目

標としていました。 

 しかしながら、本町では成果を出すことはできませんでした。 

 引き続き、保健、医療、福祉関係者による協議の場を早期に設置するととも

に、協議の場で地域包括ケアシステムの目標設定及び評価ができることを目標

とします。 

 

 項目 数値 

目標値 

保健、医療及び福祉関係者による協議の場の開催回数 

（令和 5年度末） 
1回 

保健、医療及び福祉関係者による協議の場への関係者の参加

者数（令和 5年度末） 
10人 

保健、医療及び福祉関係者による協議の場における目標設置

及び評価の実施回数（令和5年度末） 
１件 

 

成果目標５ 相談支援体制の充実・強化等 
  

障がいのある人が地域において自立した日常生活または社会生活を営むため

には、障害福祉サービスの提供体制の確保だけでなく、障がいのある人が抱え

る複合的な課題やニーズを把握し、適切な保健、医療、福祉サービスに繋げる

など、関係機関との連携ができる相談体制の構築が不可欠です。 

 そのために、総合的な相談支援体制、専門的な指導・助言及び人材育成等各

種機能の更なる強化・充実に向けた目標を定めます。 

 

（１）総合的・専門的な相談支援 

 項目 数値等 

目標値 

障がいの種別や各種ニーズに対応でき

る総合的・専門的な相談支援の実施 

（令和 5年度末） 

基幹相談支援センターを設置（実施） 

１か所 
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（２）地域の相談支援体制の強化 

 項目 数値等 

目標値 

地域の相談支援事業に対する訪問等による専門

的な指導・助言件数（令和 5年度末） 

早期に基幹相談支援センタ

ーを設置したなかで、実施

していきます。 

地域の相談支援事業者への人材育成の支援件数 

（令和 5年度末） 

地域の相談機関との連携強化の取組みの実施回

数 

（令和 5年度末） 

 

 

成果目標６ 障害福祉サービス等の質の向上を図る

ための取組みに係る体制の構築 
 

（１）各種研修会への積極的な参加 

都道府県が実施する障害福祉サービス等に係る研修の参加や都道府県が市町

村職員に対して実施する研修に積極的に参加することにより、障害福祉サービ

ス等の質の向上を図ることを目標とします。 

 

 項目 令和3年度 令和4年度 令和５年度 

目標値 

障害福祉サービス等に係る各種研修会

の活用 
有 有 有 

障害福祉サービス等に係る研修等への

市町村職員の参加人員 
1人 1人 1人 

 

（２）障害者自立支援審査支払い等システムによる審査結果の共有 

国保連合会に委託する障害者自立支援審査支払等システムよる障害福祉サー

ビス報酬の審査結果については、事業所等との分析・共有により適正な給付を

行います。 

 項目 令和3年度 令和4年度 令和５年度 

目標値 

障害者自立支援審査支払等システムに

よる審査結果を分析・共有する体制の

有無 

有 有 有 

上記の実施回数 4回 ４回 ４回 
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１．訪問系サービス                

訪問系サービスは、主に在宅で訪問を受け、利用するサービスです。 

見込量については、近年の利用状況及び障がいのある人のニーズ、地域移行

の推進等を勘案して設定します。 

 

（１）居宅介護（ホームヘルプ） 

居宅での入浴、排せつ、食事などの身体介助や洗濯、掃除などの家事援助を

行います。 

 実績 第6期計画値 

年度 
平成30 

年度 

令和1 

年度 

令和2 

年度 

令和3 

年度 

令和4 

年度 

令和5 

年度 

利用者数（人） 8 8 9 ９ 10 10 

利用時間（時間/月） 199 189 333 240 250 250 

※令和2年度は実績見込値（以下同じ） 

 

（２）重度訪問介護 

重度の障がいがあり常時介護を要する人に生活全般にわたる介護のほか、外

出時における移動の介護などを総合的に行います。 

 実績 第６期計画値 

年度 
平成30 

年度 

令和1 

年度 

令和2 

年度 

令和3 

年度 

令和4 

年度 

令和5 

年度 

利用者数（人） 0 0 0 1 1 1 

利用時間（時間/月） 0 0 0 20 20 20 

 

 

 

 

 

 

第３章 障害福祉サービスの必要な量の見込み 

と確保のための方策 
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（３）同行援護 

視覚障害により、移動に著しい困難を有する障がいある人につき、外出時に

おいて同行し、移動に必要な情報を提供するとともに移動の援護または外出す

る際の必要な援助を行います。 

 実績 第6期計画値 

年度 
平成30 

年度 

令和1 

年度 

令和2 

年度 

令和3 

年度 

令和4 

年度 

令和5 

年度 

利用者数（人） 0 0 0 1 1 1 

利用時間（時間/月） 0 0 0 10 10 10 

 

（４）行動援護 

知的障害又は精神障害のために行動上著しい困難があり、常時介護を要する

人の行動の際の危険回避や外出時の移動の介護を行います。 

 実績 第6期計画値 

年度 
平成30 

年度 

令和1 

年度 

令和2 

年度 

令和3 

年度 

令和4 

年度 

令和5 

年度 

利用者数（人） 0 0 0 1 1 1 

利用時間（時間/月） 0 0 0 10 10 10 

 

（５）重度障害者等包括支援 

常時介護が必要で、その必要性が著しく高い人に居宅介護等複数のサービス

を包括的に提供します。 

 実績 第6期計画値 

年度 
平成30 

年度 

令和1 

年度 

令和2 

年度 

令和3 

年度 

令和4 

年度 

令和5 

年度 

利用者数（人） 0 0 0 1 1 1 

利用時間（時間/月） 0 0 0 10 10 10 

 

見込量の確保のための方策 

地域のサービスを必要とする障がいのある人の情報を各関係機関と連携して

収集し、個別の相談・助言などを通じてサービスの提供に努めます。また、障

がいのある人に対しサービス内容に関する情報提供を積極的に進めます。 
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２．日中活動系サービス              

日中活動系サービスは、通所施設で日中の活動を支援するサービスです。 

見込量については、国の基本指針に基づき、近年の利用状況及び障がいのあ

る人のニーズ、近隣地域での事業所設置状況等を踏まえて設定します。 
 

（１）療養介護 

医療と常時介護を必要とする障がいのある人に主に日中において病院等で機

能訓練、療養上の管理、看護、医学的管理下における介護及び日常生活上の援

助を行います。 

 実績 第6期計画値 

年度 
平成30 

年度 

令和1 

年度 

令和2 

年度 

令和3 

年度 

令和4 

年度 

令和5 

年度 

利用者数（人） 0 0 0 1 1 1 

 

（２）生活介護 

常に介護を要する人に、主に日中において、障害者支援施設等で入浴、排せ

つ、食事等の介護を行うとともに創作的活動または生産活動の機会を提供しま

す。 

 実績 第6期計画値 

年度 
平成30 

年度 

令和1 

年度 

令和2 

年度 

令和3 

年度 

令和4 

年度 

令和5 

年度 

利用者数（人） 21 24 24 24 25 25 

利用量（人日/月） 418 421 543 540 550 550 

 

（３）自立訓練（機能訓練） 

身体障害者に対し、自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期

間、身体機能又は生活能力の向上のための訓練を行います。 

 実績 第6期計画値 

年度 
平成30 

年度 

令和1 

年度 

令和2 

年度 

令和3 

年度 

令和4 

年度 

令和5 

年度 

利用者数（人） 0 0 0 1 1 1 

利用量（人日/月） 0 0 0 20 20 20 
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（４）自立訓練（生活訓練） 

知的障害者又は精神障害者に対し、自立した日常生活又は社会生活ができる

よう、一定期間、日常の生活能力の向上のために必要な訓練を行います。 

 実績 第6期計画値 

年度 
平成30 

年度 

令和1 

年度 

令和2 

年度 

令和3 

年度 

令和4 

年度 

令和5 

年度 

利用者数（人） 0 0 0 1 1 1 

利用量（人日/月） 0 0 0 20 20 20 

 

（５）宿泊型自立訓練 

知的障害者又は精神障害者に対し、居室その他の設備を提供するとともに、

家事等の日常生活能力を向上するための支援、生活等に関する相談・助言など

の必要な支援を行います。 

 実績 第6期計画値 

年度 
平成30 

年度 

令和1 

年度 

令和2 

年度 

令和3 

年度 

令和4 

年度 

令和5 

年度 

利用者数（人） 0 0 0 1 1 1 

利用量（人日/月） 0 0 0 20 20 20 

 

（６）就労移行支援 

一般企業等への就労を希望する障がいのある人に、一定期間、就労に必要な

知識及び能力の向上のために必要な訓練を行います。 

 実績 第6期計画値 

年度 
平成30 

年度 

令和1 

年度 

令和2 

年度 

令和3 

年度 

令和4 

年度 

令和5 

年度 

利用者数（人） 3 0 2 3 3 3 

利用量（人日/月） 7 0 40 60 60 60 
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（７）就労継続支援（Ａ型） 

一般企業等での就労が困難な障がいのある人に働く場を提供するとともに、

知識及び能力の向上のために必要な訓練を行います。事業所内において雇用契

約に基づいて就労の機会を提供します。 

 実績 第6期計画値 

年度 
平成30 

年度 

令和1 

年度 

令和2 

年度 

令和3 

年度 

令和4 

年度 

令和5 

年度 

利用者数（人） 1 0 1 2 2 2 

利用量（人日/月） 7 0 20 40 40 40 

 

（８）就労継続支援（Ｂ型） 

一般企業等での就労が困難な障がいのある人や一定の年齢に達している障が

いのある人に一定の賃金水準のもとで働く場や生産活動の機会を提供するとと

もに、知識及び能力の向上、維持を図ります。 

 

 実績 第6期計画値 

年度 
平成30 

年度 

令和1 

年度 

令和2 

年度 

令和3 

年度 

令和4 

年度 

令和5 

年度 

利用者数（人） 15 15 14 15 15 16 

利用量（人日/月） 213 208 227 230 230 250 

 

（９）就労定着支援 

就労移行支援等の利用を経て、一般就労へ移行した障がいのある人で、就労

に伴う環境変化により課題が生じている方を対象に、その課題を把握するとと

もに、企業や関係機関との連絡調整やそれに伴う課題解決に向けて必要となる

支援を行います。（改正障害者総合支援法により、平成３０年４月創設） 

 

 実績 第6期計画値 

年度 
平成30 

年度 

令和1 

年度 

令和2 

年度 

令和3 

年度 

令和4 

年度 

令和5 

年度 

利用者数（人） 1 1 1 2 2 2 
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（１０）短期入所（ショートステイ） 

自宅で介護する人が病気などの場合に施設への短期の入所により入浴、排せ

つ、食事等の介護を行います。 

 

（福祉型） 

 実績 第6期計画値 

年度 
平成30 

年度 

令和1 

年度 

令和2 

年度 

令和3 

年度 

令和4 

年度 

令和5 

年度 

利用者数（人） 6 10 4 8 8 10 

利用量（人日/月） 12 11 1２ 16 16 20 

 

（医療系） 

 実績 第6期計画値 

年度 
平成30 

年度 

令和1 

年度 

令和2 

年度 

令和3 

年度 

令和4 

年度 

令和5 

年度 

利用者数（人） 0 1 0 1 1 1 

利用量（人日/月） 0 2 0 2 2 2 

 

 

３．居住系サービス                

居住系サービスは、入所施設等で住まいの場を提供するサービスです。 

 

（１）共同生活援助（グループホーム） 

障がいのある人に対して、主として夜間において共同生活を営む住居で、相

談や日常生活上の援助及び入浴、排せつ、食事の介護等を提供します。 

平成26年４月に従来の共同生活介護（ケアホーム）と一元化されました。 

 実績 第6期計画値 

年度 
平成30 

年度 

令和1 

年度 

令和2 

年度 

令和3 

年度 

令和4 

年度 

令和5 

年度 

利用者数（人） 11 11 12 12 13 13 

うち精神障害者 5 5 ６ ６ ７ ７ 
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（２）施設入所支援 

施設に入所している障がいのある人に、主に夜間に入浴、排せつ、食事の介

護等を提供します。 

 実績 第6期計画値 

年度 
平成30 

年度 

令和1 

年度 

令和2 

年度 

令和3 

年度 

令和4 

年度 

令和5 

年度 

利用者数（人） 11 11 11 11 11 10 

 

（３）自立生活援助 

 グループホームなどからひとり暮らしを希望する人の生活力等を補うため

に、利用者からの相談に対する随時対応や定期訪問を行います。（改正障害者

総合支援法により、平成３０年４月創設） 

 実績 第6期計画値 

年度 
平成30 

年度 

令和1 

年度 

令和2 

年度 

令和3 

年度 

令和4 

年度 

令和5 

年度 

利用者数（人） 0 0 0 1 1 1 

うち精神障害者 0 0 0 1 1 1 
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４．相談支援                   

地域の障がいのある人の福祉に関する相談に応じ、情報提供・助言を行うと

ともに、障害福祉サービス事業所との連絡・調整を行います。 
 

（１）計画相談支援 
障がいのある人の自立した生活を支え、抱える課題や適切なサービス利用に

向けて、ケアマネジメントによりきめ細かく支援するため、障害福祉サービス

の支給決定前にサービス等利用計画を作成し、支給決定の基礎資料とします。 

また、支給決定時のサービス等利用計画に基づき、一定期間ごとにモニタリ

ングを行います。 

 実績 第6期計画値 

年度 
平成30 

年度 

令和1 

年度 

令和2 

年度 

令和3 

年度 

令和4 

年度 

令和5 

年度 

実利用者数（人） 39 38 44 45 45 45 

 

（２）地域移行支援 

住居の確保その他の地域における生活に移行するための活動に関する下記の

相談及び支援を行います。 

・入所施設や精神科病院への訪問による相談等 

・地域移行のための障害福祉サービス事業所等への同行支援 

・住居を確保するための入居支援等 

 実績 第6期計画値 

年度 
平成30 

年度 

令和1 

年度 

令和2 

年度 

令和3 

年度 

令和4 

年度 

令和5 

年度 

実利用者数（人） 0 0 0 1 1 1 

うち精神障害者 0 0 0 1 1 1 
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（３）地域定着支援 

施設・病院からの退所・退院、家族との同居から一人暮らしに移行した人な

どに対して、常時の連絡体制を確保し、障がいの特性に起因して生じる緊急事

態等に対応・支援します。 

 実績 第6期計画値 

年度 
平成30 

年度 

令和1 

年度 

令和2 

年度 

令和3 

年度 

令和4 

年度 

令和5 

年度 

実利用者数（人） 1 0 0 1 2 2 

うち精神障害者 1 0 0 1 1 1 

 

見込量の確保のための方策 

障がいのある人が地域において自立した日常生活や社会生活を営むために、

中立・公平な立場で適切な相談支援が実施できる体制整備に努め、各関係機関

との連携により障がいのある人が、適切な障害福祉サービスの利用ができるよ

う配慮します。 
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本町は、障がいのある人が自立した日常生活や社会生活を営むことができる

よう、地域の特性や利用者の状況に応じた柔軟な事業を効率的・効果的に行い、

障がいのある人の福祉の増進を図るとともに、障がいの有無にかかわらず人格

と個性を尊重し、安心して暮らすことができる地域社会の実現のために必要な

事業を実施します。 

 
１．地域生活支援事業               

 

（１）理解促進事業・啓発事業（必須） 

障がいのある人が日常生活及び社会生活の際に生じる「社会的障壁」を除く

ため、地域の住民が障がいへの理解を深められるよう研修や啓発事業を実施し

ます。 

サービスの種類 単位 

実績 第6期計画値 

平成30 

年度 

令和1 

年度 

令和2 

年度 

令和3 

年度 

令和4 

年度 

令和5 

年度 

理解促進事業 

啓発事業 

実施の 

有無 
無 無 無 有 有 有 

 

見込量の確保のための方策 

町内の障がい者団体や障害福祉サービス事業所と連携し、充実した研修や啓

発事業を開催するとともに、より多くの人たちが参加してもらえるよう検討し

ます。 
 

（２）自発的活動支援事業（必須） 

障がいのある人やその家族、地域住民などが地域において自発的に行う活動

（ピアサポート、災害対策、孤立防止活動、ボランティア活動等）に対し、当

事者団体の主体性を尊重し、活動場所や情報の提供などの支援を行います。 

サービスの種類 単位 

実績 第6期計画値 

平成30 

年度 

令和1 

年度 

令和2 

年度 

令和3 

年度 

令和4 

年度 

令和5 

年度 

自発的活動支援事

業 

実施の 

有無 
無 無 無 有 有 有 

 

 

第４章 地域生活支援事業 
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見込量の確保のための方策 

障がいのある人やその家族等が行う自主的活動に対して、情報提供などの支

援に努めます。 
 

（３）相談支援事業（必須） 

福祉サービスに関する相談や情報提供など、福祉サービスを利用するにあた

って必要な支援を行うとともに、虐待の防止やその早期発見、権利擁護のため

に必要な援助などを行います。 

住宅入居等支援事業については、相談支援事業と合わせて情報提供などの支

援を行います。 

サービスの種類 単位 

実績 第6期計画値 

平成30 

年度 

令和1 

年度 

令和2 

年度 

令和3 

年度 

令和4 

年度 

令和5 

年度 

障害者相談支援 

事業 

実施箇

所数 
1 1 1 1 1 1 

地域総合支援 

協議会 

実施の 

有無 
有 有 有 有 有 有 

基幹相談支援 

センター 

実施の 

有無 
無 無 無 有 

市町村相談支援 

機能強化事業 

実施の 

有無 
有 有 有 有 有 有 

住宅入居等支援 

事業 

実施の 

有無 
無 無 無 有 

 

見込量の確保のための方策 

平成１９年４月より指定相談支援事業者に相談支援事業を委託し実施してい

ます。 

指定相談支援事業者や障害福祉サービス事業者との連携を図り、障がいのあ

る人の自立と社会参加を支援し、充実・強化に努めます。 

 

（４）成年後見制度利用支援事業（必須） 

成年後見制度の利用が有効と認められる知的障害のある人または精神障害の

ある人に対し、成年後見制度の申立てに必要な経費及び後見人等の報酬の支援

を行います。 

サービスの種類 単位 

実績 第6期計画値 

平成30 

年度 

令和1 

年度 

令和2 

年度 

令和3 

年度 

令和4 

年度 

令和5 

年度 

成年後見制度利用

支援事業 

利用者

数

（人） 

0 2 1 1 1 1 
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見込量の確保のための方策 

成年後見制度利用支援事業を必要とする障がいのある人の把握に努めます。 
 

（５）成年後見制度法人後見支援事業（必須） 

成年後見制度における市民後見人の活用も含めた法人後見活動を支援するた

め、実施団体に対する研修、実施のための組織体制の構築、専門職による支援

体制の構築等を行います。 

 

見込量の確保のための方策 

関係機関と協議を進め、実施を検討します。 

 

（６）意思疎通支援事業（必須） 

聴覚・言語機能・音声機能などの障がいによって意思疎通を図ることに支障

がある人等に意思疎通を仲介する手話通訳者や要約筆記者の派遣などを行いま

す。 

サービス

の種類 
単位 

実績 第6期計画値 

平成30 

年度 

令和1 

年度 

令和2 

年度 

令和3 

年度 

令和4 

年度 

令和5 

年度 

手話通訳

者派遣事

業 

利用者数 0 0 0 1 1 1 

延利用者数 0 0 0 12 12 12 

要約筆記

者派遣事

業 

利用者数 0 0 0 1 1 1 

延利用者数 0 0 0 12 12 12 

手話通訳

者設置事

業 

設置者数 0 0 0 1 1 1 

 

見込量の確保のための方策 

本町では、過去利用実績はありませんが、今後において利用を希望する者に

対応するため事業を整備し、必要に応じて専門的な機関への委託により推進し

ます。 
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（７）日常生活用具給付等事業（必須） 

障がいのある人に対して、自立した生活を促進するための用具などの日常生

活用具を給付又は貸与することにより日常生活の便宜を図ります。 

サービスの種類 単位 

実績 第6期計画値 

平成30 

年度 

令和1 

年度 

令和2 

年度 

令和3 

年度 

令和4 

年度 

令和5 

年度 

介護・訓練支援用具 件数 0 0 0 1 1 1 

自立生活支援用具 件数 0 1 0 1 1 1 

在宅療養等支援用

具 
件数 0 2 0 1 1 1 

情報・意思疎通支援

用具 
件数 0 1 1 1 1 1 

排泄管理支援用具 件数 192 126 200 200 200 200 

居宅生活動作補助

用具 
件数 0 1 0 1 1 1 

・介護・訓練支援用具：特殊寝台・特殊尿器・入浴担架・体位変換器・移動用リフトなど 

・自立生活支援用具：入浴補助用具・便器・杖・頭部保護帽・特殊便器など 

・在宅療養等支援用具：透析液加温器・吸入器・電気式たん吸引器・盲人用体温計など 

・情報・意思疎通支援用具：携帯用会話補助装置・点字ディスプレイ・点字器など 

・排泄管理支援用具：ストーマ装具・紙おむつなど 

・居宅生活動作補助用具：手すりの取りつけ・段差の解消・便器の取替えなど 

 

見込量の確保のための方策 

日常生活用具を必要とする障がいのある人が適切に制度を利用できるよう周

知を図り、利用の促進に努めます。 
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（８）手話奉仕員養成研修事業（必須） 

手話で日常会話を行うのに必要な手話語彙及び手話表現技術を習得した者を

養成することにより、意思疎通に支障がある障がいのある人の自立した日常生

活や社会生活の手助けとなる人材を育成します。 

サービスの種類 単位 

実績 第6期計画値 

平成30 

年度 

令和1 

年度 

令和2 

年度 

令和3 

年度 

令和4 

年度 

令和5 

年度 

手話奉仕員 

養成研修事業 

利用者数

（人） 
1 1 0 2 2 2 

 

見込量の確保のための方策 

手話奉仕員の養成については、平成２７年度から長生圏域７市町村共同で、

２年間で手話奉仕員を養成する研修を実施しています。 

研修講座は前期・後期の２部制となっており、平成27年度から交互に実施

しています。両方の研修課程修了に伴い、奉仕員として登録できることとなっ

ています。 
 

（９）移動支援事業（必須） 

屋外での移動の困難な障がいのある人に対して、外出のための支援を行うこ

とにより地域における自立生活や社会参加を促進します。 

 実績 第6期計画値 

年度 
平成30 

年度 

令和1 

年度 

令和2 

年度 

令和3 

年度 

令和4 

年度 

令和5 

年度 

利用者数（人） 1 2 2 3 3 3 

延利用時間 

（時間/年） 
102 139 100 150 150 150 

 

見込量の確保のための方策 

利用者や事業者の意見を踏まえて利用しやすい制度づくりに努めるととも

に、制度の周知を行い障がいのある人の社会参加や地域生活を送るうえで必要

な外出に対する支援を積極的に推進します。 
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（１０）地域活動支援センター（必須） 

障がいのある人に対して、通所により地域の実情に応じた創作的活動や生産

活動の機会の提供、社会交流の促進などのサービスを提供する地域活動支援セ

ンターの機能を充実強化し、障がいのある人の地域生活を支援します。 

また、地域活動センターでは、上記の基礎的な事業を行うとともに施設の類

型（Ⅰ型、Ⅱ型、Ⅲ型の3種類）に応じて、各種訓練等を実施します。 

 

事業の概要 

類 型 事業の内容 

地域活動支援 

センターⅠ型 

基礎的事業のほか、専門職員を配置し、医療・福祉及び地域

の社会基盤との連携強化の調整、地域ボランティアの育成、障

がいに対する理解促進のための普及啓発事業を実施します。 

地域活動支援 

センターⅡ型 

基礎的事業のほか、地域において雇用・就労が困難な在宅障

がい者に対し、機能訓練、社会適応訓練、入浴等のサービスを

実施します。 

（旧体系のデイサービス事業所、小規模通所授産施設、心身障

害者小規模作業所等の移行を想定） 

地域活動支援 

センターⅢ型 

 小規模作業所などの移行先として想定された事業形態で、通

所による援護事業の実績を概ね５年以上有し、安定的な経営が

図られていることが移行の要件となります。 

（心身障害者小規模作業所、精神障害者共同作業所等の移行を

想定） 

 

 実績と計画値 

事業の種類 単位 

実績 第6期計画値 

平成30 

年度 

令和1 

年度 

令和2 

年度 

令和3 

年度 

令和4 

年度 

令和5 

年度 

Ⅰ型 箇所 1 1 1 1 1 1 

Ⅱ型 箇所 0 0 0 0 0 0 

Ⅲ型 箇所 0 0 0 0 0 0 

 

見込量の確保のための方策 

地域活動支援センターⅠ型は長生圏域に１ヶ所あり、相談支援事業等を併せ

て委託しています。 

Ⅱ型及びⅢ型は長生圏域にはありませんので見込んでいません。 
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２．その他の地域生活支援事業（任意事業）     

地域生活支援事業におけるその他の事業については、本町の実情や障がいの

ある人の状況を勘案し、必要に応じて事業の構築や見直しを行い、障がいのあ

る人が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう推進します。 

 

事業の概要 

訪問入浴 

サービス事業 

地域における身体障害者の生活を支援するため、訪問により居宅

において入浴サービスを提供し、身体障害者の身体の清潔の保持、

心身機能の維持等を図ります。 

更正訓練費給付事業 

 就労移行支援事業または自立訓練の支給決定を受け、利用者負担

額の生じない障がいのある人が障害者施設等で訓練に必要な物品等

を購入した場合に、その費用を助成することで社会復帰の促進を図

ります。 

知的障害者職親委託 

制度 

 知的障害者の自立更生を図るため、一定期間、更生援護に熱意を

有する事業経営者等の私人に預け、生活指導及び技能訓練等を行い

知的障害者の福祉の向上を図ります。 

日中一時支援事業 

 在宅で介護している家族の就労及び一時的な休息のため、一時的

に見守り等の支援が必要と認められる障がい者の日中における活動

の場を確保し、日常的な訓練や支援を図ります。 

自動車運転免許取得・

改造助成事業 

 障がいのある人の就労など社会活動への参加を促進するため、自

動車運転免許の取得及び自動車の改造をする際に要する費用の一部

を助成します。 

 

 

実績と計画値 

任意事業 単位 

実績 第6期計画値 

平成30 

年度 

令和1 

年度 

令和2 

年度 

令和3 

年度 

令和4 

年度 

令和5 

年度 

訪問入浴 

サービス事業 
人数 2 2 2 2 2 2 

更正訓練費給付 

事業 
人数 0 0 0 1 1 1 

知的障害者職親 

委託制度 
人数 1 1 1 1 1 1 

日中一時支援事業 人数 6 6 6 7 7 7 

自動車運転免許取

得・改造助成事業 
人数 0 0 0 1 1 1 
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見込量の確保のための方策 

現在、協定を締結している事業者は他市町村に所在する事業者となっていま

すが、利用者のニーズに応じた事業拡充を図るため、提供事業者の参入を促進

し、充実・強化に努めます。 
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１．自立支援医療                 

  

 自立支援医療費制度は、心身の障がいを除去・軽減するための医療について

医療費の自己負担額を軽減する公費負担医療制度です。 
 

（１）精神通院医療 

精神保健福祉法第５条に規定する統合失調症などの精神疾患を有する者で、

通院による精神医療が継続的に必要な者に対しての医療制度です。 
 

（２）更生医療 

身体障害者の障がいを除去・軽減する手術等の治療により確実に効果が期待

できる者に対しての医療制度です。（１８歳以上） 

 

（３）育成医療 

身体に障がいを有する児童で、その障がいを除去・軽減する手術等の治療に

より確実に効果が期待できる者に対しての医療制度です。（１８歳未満） 
 

 

２．補装具の支給                 

 身体障害者等の身体機能を補完し、又は代替し、かつ、長期間にわたり継続

して使用されるもの（義肢、装具、車椅子等）を支給します。 
 

３．長南町の障がい者一般施策事業         

本町では、障害者総合支援法に規定される障害福祉サービス以外の事業とし

て、障がいのある人を対象とした事業を以下のとおり実施し、障害者福祉事業

の充実を図っています。 

 

（１）在宅重度知的障害者及び寝たきり身体障害者福祉手当 

６５歳未満の寝たきり重度心身障害者と同居し、３ヶ月以上継続して無報酬

で介護を行っている者に対して介護手当の支給を行っています。 

第５章 その他の障害福祉サービス 
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（２）身体障害者診断書等助成事業 

身体障害者手帳及び補装具費の支給を申請する者に対して、申請手続きの際

に要した医師による診断書及び意見書作成手数料の助成を行っています。 

 

（３）福祉タクシー 

身体障害者等が会合への出席、通院及び訪問等の外出に対して１人につき月

２回（1,000円／回）を限度とし、助成を行っています。 

 

（４）重度心身障害者医療費助成事業 

重度の障がいのある人に対して、医療費負担の軽減を図るため医療費の助成

を行っています。 

 

（５）障がい者団体助成事業 

長生茂原心身障害児（者）親の会等が行う自主的な活動に対し必要な経費を

助成することにより、障害者福祉の増進を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



      

 

 

 

 

 

 

第４部 第２期障がい児福祉計画 
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１．計画の目的                  

本計画は、障がいのある人もない人も分け隔てなく、すべての人が地域にお

いて安心して生活を送ることができることを目指し、障がいのある子どもへの

日常生活及び社会生活に必要な障害児通所支援、障害児相談支援等のサービス

提供の見込量及びその確保のための方策等を定めます。 

 

２．計画策定の基本理念              

本計画は、障がいのある子どもの健やかな育成のための発達支援を基本理念

とし、次の事項に留意し策定しました。 

・早い段階からの気づきのための相談支援体制の充実 

・ライフステージに応じた切れ目のない支援体制の構築 

・保護者や家族への支援 

・障害児通所支援や障害児相談支援の質の向上と体制整備 

・重症心身障害児及び医療ケア児への支援 

・地域社会への参加や包容の推進 

 

３．成果目標とサービスの必要な量の見込み 

 

児童福祉法第33条の19に規定する国の定めた基本方針に基づき、成果目標

と障害児通所支援等のサービスの必要な量の見込みと確保のための方策を定め

ます。 

 

（１）成果目標 
障害児通所支援及び障害児相談支援の提供体制の確保のため、児童発達支援

センターの設置や発達支援等に対する支援に係る目標として、次の成果目標を

設定します。 

 

成果目標１ 障がい児支援の提供体制の整備等 

 

（２）成果目標とサービスの必要な量の見込み 
成果目標を達成するため、障害児通所支援及び障害児相談支援についてサー

第１章 障がい児福祉計画の概要 
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ビスの必要な量を見込みます。 

本計画に記載するサービスの必要な量は、サービスの提供量の上限を定める

ものではなく、各年度においてサービス利用状況等により事業実施内容や提供

方法を考察しながら提供します。 

 

 

 

 

 

成果目標１ 障がい児支援の提供体制の整備等 
 

（１）児童発達支援センターの設置等 
 第5期計画では、令和2年度末までに各市町村若しくは圏域にて、「児童発達

支援センターの設置」、「保育所等訪問支援を利用できる体制の構築」、「主に

重度心身障害児を支援する事業所の確保」、「医療的ケア児支援のための関係機

関の協議の場」及び「医療的ケア児等に関するコーディネーターの設置」を目標

としていましたが、「医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場」と「医療

的ケア児等に関するコーディネーターの設置」については、成果を出すことはで

きませんでした。 

 引き続き、第６期計画においても、関係機関との連携を密にし、圏域若しくは

町単独での実施を目標とします。 

 

項目 数値等 

目標値 

児童発達支援センターの整備（令和５年度末） 

 長生圏域1箇所整備され

ています。利用のしやす

い体制をつくります。 

保育所等訪問支援を利用できる体制の構築 
（令和５年度末） 

 長生圏域で整備されて

います。適切な運営利用

を促進します。 

重度心身障害児を支援する事業所の確保 
（令和５年度末） 

1事業所 

医療的ケア児支援のための関係機関の協議

の場（令和５年度末） 
協議会の設置 

医療的ケア児等に関するコーディネーター

の設置人数（令和５年度末） 
１人 

 

 

第２章 成果目標 
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（２）発達障害等に対する支援 
本町では、保育所・幼稚園での健康相談や乳児健診を通じて、子どもの発達

についてチェックを行っており、早期の支援につなげています。 
今後とも、子どもの発達に早い段階で気づく体制を充実させるとともに、子

どもの障がいや発達に不安や戸惑いを感じる保護者や家族に寄り添い、子ども
の発育や発達状況を正しく理解し、子どもの成長を促すような支援ができるよ
うぺアレントトレーニング講習会などが身近な地域で実施できるよう検討して
いきます。 

項目 数値等 

目標値 

ペアレントトレーニングやペアレントプログラ

ム等支援プログラム等の受講者数 

（令和5年度末） ぺアレントトレーニング

等実践に向けて、関係機関

と検討を進めます。 
ペアレントメンターの人数（令和5年度末） 

ピアサポートの活動への参加人数 

（令和5年度末） 

 

 

（３）ライフステージに応じた切れ目のない支援体制の構築 
障がいのある子どもの支援が切れ目なく適切に行われるためには、乳幼児期

から青年・成人期までの成長の記録や支援の記録が、支援に関わる保育所、幼
稚園、学校、行政及び障害児相談支援事業所を始めとする障害福祉サービス事
業者間で円滑に引き継がれ、また、情報共有され、緊密な連携が図られること
が重要です。 
ライフサポートファイルの活用により、切れ目のない支援を推進します。 

 項目 数値等 

目標値 
ライフサポートファイルの配布・活用 

（令和5年度末） 

未就学児童の保護者全員へ配

布・活用方法の説明を実施 

 

 

（４）相談支援の提供体制の確保、子育て世代包括支援センタ

ーとの連携 
障がいのある子どもの相談支援は、乳幼児期の疑いのある段階から、子ども

や家族に対する継続的な相談支援が必要となります。また、関係機関へつなぐ
重要な役割を担っています。 
令和２年度に設置される町子育て世代包括支援センターとの連携を図り、相

談支援の質の確保と向上を図ります。 

 項目 令和3年度 令和4年度 令和５年度 

目標値 
子育て世代包括支援センターと連携し

た相談支援の件数 
3件 5件 5件 

 



46 

 

 

 

 

 

 

１．障害児通所支援サービス            

 

（１）児童発達支援 
未就学の障がいのある子どもに日常生活における基本的な動作、知識技能の

付与、集団生活への適応訓練を行います。 

 実績 第6期計画値 

年度 
平成30 

年度 

令和1 

年度 

令和2 

年度 

令和3 

年度 

令和4 

年度 

令和5 

年度 

利用者数（人） 2 7 11 12 12 12 

利用量（人日/月） 11 38 48 60 60 60 

 
 

（２）医療型児童発達支援 
就学前の障がいのある子ども（上肢・下肢または体幹の機能に障がいのある

児童）に児童発達支援及び治療を行います。 

 実績 第6期計画値 

年度 
平成30 

年度 

令和1 

年度 

令和2 

年度 

令和3 

年度 

令和4 

年度 

令和5 

年度 

利用者数（人） 0 0 0 1 1 1 

利用量（人日/月） 0 0 0 10 10 10 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 障害児通所支援等のサービス量の見込み

と確保のための方策 
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（３）居宅訪問型児童発達支援 
重度の障がいにより外出が著しく困難な障がいのある子どもに居宅を訪問し

て日常生活における基本的な動作の指導、知識技術の付与などの支援を行いま

す。（改正児童福祉法により、平成３０年４月創設） 

 実績 第6期計画値 

年度 
平成30 

年度 

令和1 

年度 

令和2 

年度 

令和3 

年度 

令和4 

年度 

令和5 

年度 

利用者数（人） 0 0 0 1 1 1 

利用量（人日/月） 0 0 0 10 10 10 

 

（４）放課後等デイサービス 
就学中の障がいのある子どもに授業終了後または夏休み等の休業日に生活能

力の向上のために必要な訓練、社会との交流促進等を行います。 

 実績 第6期計画値 

年度 
平成30 

年度 

令和1 

年度 

令和2 

年度 

令和3 

年度 

令和4 

年度 

令和5 

年度 

利用者数（人） 4 10 13 14 14 14 

利用量（人日/月） 52 46 127 150 150 150 

 

（５）保育所等訪問支援 
保育所等に通う障がいのある子どもにその施設を訪問し、集団生活への適応

のための専門的な支援を行います。 

 実績 第6期計画値 

年度 
平成30 

年度 

令和1 

年度 

令和2 

年度 

令和3 

年度 

令和4 

年度 

令和5 

年度 

利用者数（人） 0 0 0 1 1 1 

利用量（人日/月） 0 0 0 1 1 1 
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（６）障害児相談支援 
計画相談支援と同様に障害児通所支援を利用する前に障害児支援利用計画

を作成し、通所支援開始後、一定期間ごとにモニタリングを行う等の支援を

行います。 

 実績 第6期計画値 

年度 
平成30 

年度 

令和1 

年度 

令和2 

年度 

令和3 

年度 

令和4 

年度 

令和5 

年度 

利用者数（人） 5 12 15 15 16 16 

 

見込量の確保のための方策 

利用者のニーズに対応できるよう近隣市町村のサービス提供事業所と連携を

図り提供に努めます。 

また、サービスを必要とする人の把握に努め、利用の希望があった場合に速や

かにサービス提供につなげられるよう情報の収集・提供を行います。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

第５部 計画の推進に向けて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



49 

 

 

 

 

 

１．推進体制                   

 計画の推進にあたっては、町民や各種団体、サービス提供事業者、関係機関

等の協力が不可欠なことから、広報紙等の活用、各種団体への働きかけなど、

多くの機会を捉え、効果的な周知と意識の啓発に努めます。 

また、必要な障害福祉サービス量の確保や、より実行ある事業展開を進める

ために「長生郡市総合支援協議会」を設置し、広域的な連携を図っています。

今後もこの協議会を中核とし、地域の関係機関の連携強化、社会資源の開発改

善などを推進します。 

 

２．計画の進行管理及び評価            

国の基本指針では、数値目標や障害福祉サービス等の見込み量等を新たに成

果目標と活動指標に整理した上でPDCAサイクルのプロセス等に整理すること

としています。 

 

           ≪PDCAサイクルのイメージ≫ 

 
 

 
 

      

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

 本町では、成果目標及び活動目標について、障がい者施策及び関連施策の動

向を踏まえながら、障がい福祉計画・障がい児福祉計画の分析及び評価を行

い、必要があると認めるときは、長生郡市総合支援協議会等の意見を聴き、障

がい福祉計画・障がい児福祉計画の変更や事業の見直しを行います。 

 これに加え活動指標については、障がいのある方の心身の状況、その置かれ

ている環境等の情報の整理に努めるとともに毎月の実績の把握と達成状況等の

分析及び評価を行います。

Act（改善） 

Check（評価） 

Plan（計画） 

Do（実行） 

第１章 計画の推進に向けて 
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